
2023年 2月 23日 

吸収合併に係る事前開示書面 

東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 

電気興業株式会社 

代表取締役社長 近藤 忠登史 

当社は、2023年 4月 1日を効力発生日として、当社を吸収合併存続会社、高周波工業株式会社を吸収合併消

滅会社とする吸収合併（以下、「本吸収合併」という）を行うことといたしました。本吸収合併に関し、会社法

第 794条第 1項及び会社法施行規則第 191条に定める当社の事前開示事項は以下のとおりです。 

１．吸収合併契約の内容 

別表 1のとおりです。 

２．合併対価の相当性に関する事項 

完全親子会社間の合併につき、合併対価の交付は行いません。 

３．吸収合併消滅会社の新株予約権に関する事項 

該当事項はございません。 

４．吸収合併消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等 

別表 2のとおりです。 

５．吸収合併消滅会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産

の状況に重要な影響を与える事象 

吸収合併消滅会社には、最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産

の状況に重要な影響を与える事象は生じておりません。 

６．吸収合併存続会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産

の状況に重要な影響を与える事象 

吸収合併存続会社には、最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産

の状況に重要な影響を与える事象は生じておりません。 

７．吸収合併が効力を生じる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行に見込みに関する事項 

本吸収合併効力発生日以後の吸収合併存続会社の資産の額は、負債の額を十分に上回ることが見込まれま

す。また、本吸収合併効力発生日以後の吸収合併存続会社の収益状況及びキャッシュ・フローの状況につい

て、吸収合併存続会社の債務の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のところ予測されておりません。 

従いまして、本吸収合併効力発生日以後における吸収合併存続会社の債務につき、履行の見込みがあるも

のと判断いたしました。 

以上 
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吸収合併契約書

2023年2月22日

甲：電気興業株式会社

乙：高周波工業株式会社

/
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吸収合併契約書

電気輿業株式会社（以下「甲」という。）及び高周波工業株式会社（以下「乙」という。）

とは、 次のとおり合併契約（以下「本合併契約」という。） を締結する。

（目的及び当事会社）

第1条 甲及び乙は、甲を吸収合併存続会社、乙を吸収合併消滅会社として、本合併契約

に従い吸収合併（以下「本合併」という。） する。

2 甲及び乙の商号及び住所は以下のとおりである。

甲：吸収合併存続会社

（商号）電気典業株式会社

（住所）東京都千代田区丸の内三丁目3番1号

乙：吸収合併消滅会社

（商号） 高周波工業株式会社

（住所）神奈川県愛甲郡愛川町中津 4 0 5 2 番地 1

（効力発生日）

第 2 条 本合併の効力発生日（以下「効力発生日」という。）は2023 年 4 月 1日とする。

ただし、手続きの進行に応じ必要があるときは、甲乙間で協議のうえ、これを合意に

より変更することができる。

（合併対価の交付及び割当て）

第3 条 甲は、本合併に際して、乙の株主に対して、その有する株式に代わる金銭等一切

の対価を交付しない。

、r

（合併後の資本金及び資本準備金等）

第4条 本合併に際して、 甲の資本金及び資本準備金は増加しない。

（権利義務の承継）

第5条 乙は、所有する資産、負債及び権利義務の一 切を効力発生日に甲に引き継ぎ、甲は

これを承継する。 なお、乙が、デンコー テクノヒ ー ト株式会社との間で締結した2023

年2 月 22日付吸収分割契約書に基づきデンコー テクノヒ ー ト株式会社に承継させる

コイル製造事業、熱処理受託加工事業の全部に関する権利義務は本合併により甲に承

継されない。
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（会社財産の管理等）

第6条 甲及び乙は、本合併契約締結の日から効力発生日に至るまで、善良なる管理者と

しての注意義務をもってそれぞれの業務を執行し、 一切の財産管理の運営をなすも

のとし、かつその財産又は権利義務に重大な影響を及ぼす行為については、あらかじ

め甲乙間で協議のうえ、 これを実行する。

（合併承認決議）

第7条 甲は会社法第796条第2項の規定の方法により効力発生日の前日までに取締役会

を開催し、 乙は会社法第784条第1項の規定の方法により効力発生日の前日までに

取締役会を開催するものとする。

（合併の条件の変更、 合併契約の解除）

第8条 本合併契約締結の日から効力発生日に至るまでの間において、 ①天災地変その

他の事由により、 甲若しくは乙の財産若しくは経営状態に重大な変動が生じた場合、

又は②本合併の実行に重大な支障となる事態若しくは著しく困難にする事態が生じ

た場合は、甲乙間で協議のうえ、本合併契約を変更し、 又は本合併契約を解除するこ

とができる。

（協議事項）

第9条 本合併契約に定めるもののほか、本合併に際し必要な事項は、本合併契約の趣旨

に従って、 甲乙間で協議のうえ、 これを定める。

以上のとおり契約したので、本合併契約締結の証として、本合併契約2通を作成し、甲乙

記名捺印のうえ、 各自1通を保有する。

2023年2月22日

甲 ：東京都千代田区丸の内三丁目3番レ号

電気興業株式会社

代表取締役 近藤 忠登

乙 ：神奈川県愛甲郡愛川町中津 4052 番地 1

高周波工業株式会社

代表取締役 西澤 俊 一

- 2 -
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事業報告 

（１） 事業概況

当期の高周波関連事業は、コロナ過の影響による世界的な半導体不足・部品納期遅延などの影響、

更には各種部材の高騰などのマイナス要因がありましたが、営業、現業部門の努力により対予算比、

前年比ともに増収増益を達成できました。 

誘導加熱コイルにつきましては、電気興業グループ・プロパー向けを合わせて、対予算比で売上は

２３％増収、売上総利益は５９％増益、受注は３０％増加となりました。 

真空炉につきましては、先期からの繰越と部品売上の強化により対予算比で売上は１３％の増収、

売上総利益は２％増益となりました。しかし、コロナ過の影響により国内、海外ともに設備投資計画

が延期になったことから受注については１４％減少となりました。 

熱処理受託加工につきましては、コロナ過の影響により自動車部品関係の量産受注が落ち込みまし

たが、試作受注に力を入れた結果、対予算比で売上・受注は２％の増加となり、原価低減に努めた結

果、売上総利益は３０％増益となりました。 

伸縮柱につきましては、防衛向け受注の減少などにより、対予算比で売上は２９％の減収、売上総

利益は 1７％の減収、受注は２９％の減少となりました。 

発電機につきましては、先期と比較して装置、点検ともに回復基調にあり、対予算比で売上は８％

の増収、原価低減により売上総利益は２４％の増益、受注は６％の増加となりました。 

その結果、当社全体では受注高 1,834 百万円、売上高 1,898 百万円となり利益面では売上総利益 219

百万円、営業利益 89 百万円、経常利益 104 百万円となりました。 

セグメント別では誘導加熱コイルで売上高 955 百万円／営業利益 12 百万円、真空炉で売上高 338

百万円／営業利益 28 百万円、熱処理受託加工で売上高 326 百万円／営業利益 20 百万円、伸縮柱で

57 百万円／営業利益 3 百万円、発電機部門で売上高 221 百万円／営業利益 26 百万円となりました。 

（２）売上高・売上総利益の内訳  （単位：千円） 

区  分 金  額 比 率（％） 

売上高 

電気興業 1,048,569 55.2 

電気興業グループ関係会社 52,845 2.8 

プロパー 796,624 42.0 

計 1,898,039 100.0 

売上総利益 

電気興業 62,780 28.5 

電気興業グループ関係会社 7,939 3.6 

プロパー 149,055 67.9 

計 219,775 100.0 

別紙２
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（３） 今後の見通しと課題

 誘導加熱コイルは、自動車業界の半導体問題など不確実性も残っておりますが、自動車自体の需要

は旺盛のため、消耗品としてのコイル需要は引き続き今期と同様に推移すると考えております。また、

設備用コイルにつきましてもＥＶ化においても必要不可欠な駆動系の設備は順調と考えられる事か

ら設備用コイルも今期同等とみております。このような中、今期製品化を完了した３Ｄプリンターコ

イルについては、量産時の品質の安定、納期短縮などを図るとともに、需要拡大を狙うため営業部門

の強化を行ってまいります。

真空炉、プレス機については、今期引き合い物件の来期中の受注を目指し綿密な客先対応を行って

まいります。特にプレス機の大型引き合いについて確実に受注できるように積極的な営業を行います。 

熱処理については、自動車関連の量産品は半導体・部品不足問題が後を引いており来期１Ｑについ

ては苦しい展開になることが予想されます。そのため試作受注を強化するとともに、量産部品につい

ては他社生産品の受注替えを目指し積極的な営業を行います。そのために営業体制についても刷新し、

グループ企業との営業連携を強化し、更には自動車以外の製品についても受注を狙ってまいります。 

伸縮柱は市場の大きな伸びが難しい状態ですが、過去に販売した顧客の再掘り起しと、新たな顧客

発掘に営業と技術が綿密に連携して対応してまいります。 

発電機は、今後の更新需要に答えるべく、技術力の底上げと原価低減を進めるとともに、新型発電

機は開発を終了させ製品化いたします。また、中長期をにらみ環境に優しい発電システムの検討も行

ってまいります。 

また、DTHM の立ち上げについて、熱処理部門・コイル部門で協力してバックアップしてまいります。 

全体としては、顧客要求をつかんだ提案営業を進め、部門間の垣根を超えたコミュニケーションの

強化と多能工化により間接費を低減し、コイルなどの多品種大量生産品についても主要製品の実行計

画をたて、目標値を定め原価低減を進めてまいります。 

（４） 来期予算損益

 （単位：千円） 

項  目 通 期 実 績 来 期 予 算 

売  上  高 １，８９８，０３９ １，９０３，０９０ 

売 上 総 利 益 ２１９，７７５ ２２２，７３７ 

販 管 費 １３０，５０９ １３２，９７１ 

営 業 利 益 ８９，２６６ ８９，７６６ 

経 常 利 益 １０４，２０４ ９０，０６６ 

税 引 前 当 期 純 利 益 １０４，２０４ ９０，０６６ 

当 期 純 利 益 ６７，１４２ ５６，４６６ 

（５） 来期予算売上高の内訳

（単位：千円） 

区  分 金  額 比 率（％） 

電気興業 １，１０９，１６１ 58.3 

電気興業グループ関係会社 ７６，５００ 4.0 

プロパー ７１７，４２９ 37.7 

計 １，９０３，０９０ 100.0 
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（６） 設備投資の状況

建 物 付 属 設 備   ０件  ０千円 

構  築  物 ０件  ０千円 

機 械 装 置 ７件 １３，９７３千円 

工 具 器 具 備 品 ４件  ５，６５１千円 

ソ フ ト ウ エ ア ２件  ２，１８０千円 

合 計 １３件 ２１，８０４千円 

（７） 資金調達の状況

特に記載事項はございません。

（８）部門別受注高・売上高の推移 （単位：千円） 

区分 部  門 
第４４期 第４５期  第４６期 第４7 期 

2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 

受
注
高

誘 導 加 熱 1,230,214 926,947 817,140 1,006,336 

真   空  炉 2,125,334 385,195 104,369 249,259 

熱  処   理 427,346 366,315 285,212 326,126 

伸  縮  柱 86,350 115,553 70,360 58,265 

発  電  機 304,829 294,170 220,264 194,416 

合  計 4,174,074 2,088,182 1,497,347 1,834,403 

売
上
高

誘 導 加 熱 1,234,495 1,058,321 819,574 955,432 

真   空  炉 985,676 1,820,553 202,697 338,356 

熱  処  理 427,346 366,315 285,212 326,126 

伸  縮  柱 87,173 119,022 86,109 56,854 

発  電  機 386,891 306,609 134,110 221,270 

合  計 3,121,582 3,670,823 1,527,704 1,898,039 

売
上
総
利
益

誘 導 加 熱 52,223 50,400 33,235 58,284 

真   空  炉 135,408 251,887 55,115 58,287 

熱  処  理 71,600 32,486 16,476 34,662 

伸  縮  柱 2,514 14,930 4,404 12,486 

発  電  機 100,368 76,562 31,543 56,054 

合  計 362,115 426,267 140,776 219,775 
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（９）営業成績及び財産状況の推移 （単位：千円） 

区  分 
第４４期 第４５期 第４６期 第４7 期 

2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 

売 上 高 3,121,582 3,670,823 1,527,704 1,898,039 

経 常 利 益 218,292 272,530 43,126 104,204 

当 期 純 利 益 146,530 182,116 27,928 67,142 

１株当たり当期純利益（円） 29,306 36,423 5,585 13,428 

総 資 産 3,462,343 3,108,529 2,849,684 2,971,877 

純 資 産 2,010,660 2,144,598 2,178,979 2,246,690 

（10）従業員の状況(2022 年 3 月)

区 分 従業員数 
前期末増減

（△）
平均年齢 平均勤続年数 

名 名 歳 年 

男   性 ５７ △１ ４７．２ １１．１ 

女 性 ６ ０ ４７．０ １０．０ 

計又は平均 ６３ △１ ４７．２ １１．０ 

（注） 

a) 取締役及び監査役は除きます。

b) 顧問及び嘱託社員を含みます。

c) 臨時社員及び派遣受入社員は除きます。

d) 出向社員は含みます。

e) 他社への出向社員は除きます。

（11）取締役及び監査役

地  位 氏  名 担当又は主な職業 

代表取締役社長 西 澤 俊 一 

取   締    役 冨 居 博 治 電気興業株式会社 

 取  締   役 石 出  琢 郎 電気興業株式会社 

取  締   役 伊 藤  博 

取  締   役 林  貴 幸 

監 査 役 長    裕 一 電気興業株式会社 
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貸借対照表 

（２０２２年 ３月３１日現在） 

（単位：千円） 

科  目 
資 産 の 部 

前 期 末 当 期 末 比較増減（▲） 

流動資産 

現  金  預  金 １，９３１，８８５ １，７５２，０７３ ▲１７９，８１２

受  取  手  形 ８，２７９ １０，２０２ １，９２３ 

電 子 記 録 債 権 ９，１５５ ３０，１１２ ２０，９５７ 

売    掛  金 ３４５，９９１ ３８６，０６６ ４０，０７５ 

材 料 ６１，７２１ ８７，５９９ ２５，８７８ 

仕  掛  品 ５４，３８１ ５０，４７７ ▲３，９０４

前 払 費 用 ９，４６４ ７，８９９ ▲１，５６５

未 収 入 金 ２，０９３ ２，３８８ ２９５ 

 立 替 金 ２０９ ２１２ ３ 

工 事 前 渡 金 １０１，１５９ ８４，００５ ▲１７，１５４

役 従 前 渡 金 ２４３ ０ ▲２４３

未収還付法人税等 ４１，０６０ ０ ▲４１，０６０

流動資産計 ２，５６５，６４６ ２，４１１，０３７ ▲１５４，６０９

固定資産 

（有形固定資産） （２０６，７７９） （１６４，０６０） （▲４２，７１９） 

建 物 付 属 設 備 １，４０８ １，３０７ ▲１０１

構 築 物 ３１５ ２９７ ▲１８

機  械  装  置 １６９，３９８ １４１，１９２ ▲２８，２０６

工  具  器  具 ２３，６５７ ２１，２６３ ▲２，３９４

建 設 仮 勘 定 １２，０００ ０ ▲１２，０００

（無形固定資産） （５，４９７） （５，７６７） （２７０） 

電 話 加 入 権 ９００ ９００ ０ 

ソ フ ト ウ ェ ア ４，５９６ ４，８６６ ２７０ 

（投資その他資産） （７１，７６１） （３９１，０１２） （３１９，２５１） 

関係会社株式 ０ ３０６，５９２ ３０６，５９２ 

長 期 前 払 費 用 
１，６９５ ７１５ ▲９８０

(一括償却資産 ) 

前 払 年 金 費 用 ２４，３０９ ３２，８５８ ８，５４９ 

長期繰延税金資産 ４５，５４０ ４８，６１７ ３，０７７ 

出  資  金 １０ １０ ０ 

長 期 保 証 金 ８９ ８９ ０ 

敷 金 １１６ ２，１２９ ０ 

固定資産計 ２８４，０３７ ５６０，８４０ ２７６，８０３ 

資 産 合 計 ２，８４９，６８４ ２，９７１，８７７ １２２，１９３ 
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（単位：千円） 

 科 目 
負 債 ・ 純 資 産 の 部

前 期 末   当 期 末 比較増減（▲） 

（負債の部） 

流動負債 

支 払 手 形 １７１，１７７ ２５２，３７６ ８１，１９９ 

買  掛    金 １１０，１３２ １３４，０９５ ２３，９６３ 

短 期 借 入 金 １００，０００ ５０，０００ ▲５０，０００

未 払 法 人 税 等 ０ ２９，３７０ ２９，３７０ 

未 払 事 業 税 ０ ９，８３０ ９，８３０ 

未 払 消 費 税 ５，０６５ １２，５５９ ７，４９４ 

未  払  金 １１，５３７ ９，９４２ ▲１，５９５

未 払 費 用 ５，４６５ ６，７０９ １，２４４ 

預  り    金 １，４３１ １，３１５ ▲１１６

前  受  金 １１６，９３０ ７６，２１１ ▲４０，７１９

賞 与 引 当 金 ３４，５９２ ３５，００１ ４０９ 

役員賞与引当金 １，９２０ ３，６００ １，６８０ 

流動負債計 ５５８，２５３ ６２１，０１２ ６２，７５９ 

固定負債 

長 期 未 払 金 １，２９２ ３，００６ １，７１４ 

退職給付引当金 １１１，１５８ １０１，１６８ ▲９，９９０

固定負債計 １１２，４５０ １０４，１７５ ▲８，２７５

負債合計 ６７０，７０４ ７２５，１８７ ５４，４８３ 

（純資産の部) 

株 主 資 本 ２，１７８，９７９ ２，２４６，６９０ ６７，７１１ 

資  本  金 ５０，０００ ５０，０００ ０ 

資 本 剰 余 金 １０，０００ １０，０００ ０ 

その他資本剰余金 １０，０００ １０，０００ ０ 

利 益 剰 余 金 ２，１１８，９７９ ２，１８６，６９０ ６７，７１１ 

 利 益 準 備 金 １，８００ １，８００ ０ 

 その他利益剰余金 ２，１１７，１７９ ２，１８４，８９０ ６７，７１１ 

任 意 積 立 金 ２４，０００ ２４，０００ ０ 

 繰越利益剰余金 ２，０９３，１７９ ２，１６０，８９０ ６７，７１１ 

純資産合計 ２，１７８，９７９ ２，２４６，６９０ ６７，７１１ 

負債・純資産合計 ２，８４９，６８４ ２，９７１，８７７ １２２，１９３ 
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損益計算書 

（１） 予算対比

  ２０２１年 ４月 １日から 

  ２０２２年 ３月３１日まで 

（単位：千円） 

科  目 
予  算 決  算 

比較増減（▲） 
金  額 比 率（％） 金  額 比 率（％） 

売   上   高 1,678,500 100.0 1,898,039 100.0 219,539 

売 上 原 価 1,497,800 89.2 1,678,263 88.4 180,463 

売 上 総 利 益 180,700 10.7 219,775 11.5 39,075 

販売費及び一般管理費 138,900 8.2 130,509 6.8 ▲8,391

営 業 利 益 41,800 2.4 89,266 4.7 47,466 

営 業 外 収 益 2,000 0.1 15,338 0.8 13,338 

受 取 利 息 100 0.0 43 0.0 ▲57

雑 益 1,900 0.1 15,294 0.8 13,394 

営 業 外 費 用 500 0.0 399 0.0 ▲101

支 払 利 息 500 0.0 399 0.0 ▲101

雑 損 0 0.0 0 0.0 0 

経 常 利 益 43,300 2.5 104,204 5.4 60,904 

特 別 損 失 0 0.0 0 0.0 0 

固定資産除却損 0 0.0 0 0.0 0 

税 引 前 当 期 純 利 益 43,300 2.5 104,204 5.4 60,904 

法人税、住民税及び事業税 5,246 0.3 40,432 2.1 35,186 

法人税等調整額 1,476 0.0 ▲3,370 ▲0.1 ▲4,846

当 期 純 利 益 36,578 2.1 67,142 3.5 30,564 

〔 〕

〔
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（２） 前年同時期対比

２０２１年 ４月 １日から 

２０２２年 ３月３１日まで 

（単位：千円） 

科  目 
前 年 当  期

比較増減（▲） 
金  額 比 率（％） 金  額 比 率（％） 

売   上   高 1,527,704 100.0 1,898,039 100.0 370,335 

売 上 原 価 1,386,928 90.7 1,678,263 88.4 291,335 

売 上 総 利 益 140,776 9.2 219,775 11.5 78,999 

販売費及び一般管理費 114,974 7.5 130,509 6.8 15,535 

営 業 利 益 25,801 1.6 89,266 4.7 63,465 

営 業 外 収 益 17,925 1.1 15,338 0.8 ▲2,587

受 取 利 息 45 0.0 43 0.0 ▲2

雑 益 17,879 1.1 15,294 0.8 ▲2,585

営 業 外 費 用 600 0.0 399 0.0 ▲201

支 払 利 息 494 0.0 399 0.0 ▲95

雑 損 105 0.0 0 0.0 ▲105

経 常 利 益 43,126 2.8 104,204 5.4 61,078 

特 別 利 益 119 0.0 0 0.0 ▲119

固定資産売却益 119 0.0 0 0.0 ▲119

特 別 損 失 101 0.0 0 0.0 ▲101

固定資産除却損 101 0.0 0 0.0 ▲101

税 引 前 当 期 純 利 益 43,145 2.8 104,204 5.4 61,059 

法人税、住民税及び事業税 2,415 0.1 40,432 2.1 38,017 

法人税等調整額 12,800 0.8 ▲3,370 ▲0.1 ▲16,170

当 期 純 利 益 27,928 1.8 67,142 3.5 39,214 

〔 〕

〔
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個別注記表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

１．重要な会計方針  

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

ａ.時価のあるもの・・・期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

なお、評価差額は全部純資産直入法によって処理し、売却  

原価は移動平均法により算定しております。  

ｂ.時価のないもの・・・移動平均法による原価法を採用しております。  

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

 評価基準は、未成工事支出金は原価法、製品、仕掛品及び材料貯蔵品は原価法 

  （収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。 

    製品・・・・・・・・・・・・  個別法又は、総平均法 

    未成工事支出金・仕掛品・・・・個別法  

    材料貯蔵品・・・・・・・・・ 移動平均法 

（３）固定資産の減価償却の方法

ａ.有 形 固 定 資 産・・ 定率法を採用しております。ただし、建物（建物付属設備は  

除く）並びに 2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備  

及び構築物については、定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一  

の基準によっております。 

ｂ.無形固定資産・・・定額法を採用しております。なお、耐用年数については、法 

人税法に規定する方法と同一の基準によっております。ただ  

し、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用  

 可能期間(5 年)に基づく定額法によっております。  

c.リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

・・・リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法に

 よっております。 

 なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権 

 移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常 

 の賃貸取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（４）引当金の計上基準

ａ.貸 倒 引 当 金・・・一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

  の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上する方法を採用しております。 

なお、当会計期間において貸倒引当金の計上はありません。 

ｂ.賞 与 引 当 金・・・従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上し

ております。 

ｃ.役員賞与引当金・・・役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上  

   する方法を採用しております。 
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ｄ. 工事損失引当金・・・受注物件に係る将来の損失に備えるため、当会計年度末におけ  

る見引渡し物件のうち、損失発生の可能性が高く、かつ、その  

金額を合理的に見積もることができる物件について、損失見込 

額を計上しております。 

なお、当会計期間において工事損失引当金の計上はありません。 

e.退職給付引当金・・・従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債

    務及び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生している

と認められる額を計上しております。  

（５）売上高の計上基準

売上高の計上は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ

ービスと交換に受け取ると見込まれる金額によっております。

また、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又

はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認

識しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生

した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行っております。

（６）ヘッジ会計

ａ.ヘッジ会計の方法・・・繰延ヘッジ処理によっております。

ｂ.ヘッジ手段・・・・・・為替予約取引

ｃ.ヘッジ対象・・・・・・外貨建予定取引

ｄ.ヘッジ方針・・・・・・海外取引における為替変動に対するリスクヘッジのため、

為替予約取引を行っております。為替予約の締結後の管理  

   は総務部（経理課）において行っております。なお、リス  

クヘッジ手段としてのデリバティブ取引は為替予約取引の

み行うものとしております。

e.ヘッジの有効性評価の方法

・・・原則としてヘッジ開始時から有効性判断時点までの期間に

おいて、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変  

動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー  

変動の累計を比較し、両者の変動額を基礎にして判断して  

おります。 

なお、当会計期間において為替予約取引の残高は、ありません。 

（７）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理

 税抜方式によっております。 
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２．重要な後発事象に関する注記  

特に記載すべき事項はありません。 

３．その他の注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額 528,232 千円 

 (株主資本等変動計算書に関する注記) 

１．発行済株式の種類及び総数  

（単位：株） 

前期末 

株式数 

当期増加 

株式数 

当期減少 

株式数 

当期末 

株式数 
摘要 

発行済株式  

普 通 株 式 
５,０００ － － ５,０００ 

２．配当に関する事項 

（１）配当金の支払額

決議 株式の種類 
配当金 

の総額 

1 株当たり 

の配当額 
基準日 効力発生日  

2021 年 5 月 11 日 

定時株主総会 
普通株式 － － － － 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、効力発生日が翌期となるもの

２０２２年５月９日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に

関する事項を次の通り提案しております。

決議 株式の種類 
配当金 

の総額 

1 株当たり 

の配当額 
基準日 効力発生日  

2022 年 5 月 9 日 

定時株主総会 
普通株式 34,000,000 6,800 2022 年 3 月 31 日 2022 年 5 月 10 日 
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